
項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29

目標値
（策定時） 35.3 35.2 35.1 35.1 34.7

目標値
（計画見直し） 35.3 35.2 35.1 35.1 34.7

実績値 35.3 35.2 35.3 32.7 32.7

目標値
（策定時） 2.03 2.04 2.05 2.06 2.07

目標値
（計画見直し） 2.03 2.04 2.05 2.06 2.07

実績値 1.99 1.99 1.99 1.99 2.04

目標値
（策定時）

93.0 93.6 95.3 96.0 98.4

目標値
（計画見直し） 93.0 93.6 95.2 95.9 98.4

実績値 92.8 92.8 92.8 93.0 93.0

目標値
（策定時） 50.0 50.0 50.5 50.5 51.0

目標値
（計画見直し）

50.0 50.0 50.5 50.5 51.0

実績 41.5 - - - 51.7

目標値
（策定時） 56.0 57.0 58.0 59.0 60.0

目標値
（計画見直し） 56.0 58.0 59.0 60.0 61.0

実績 57.2 58.2 59.7 60.4 60.8

目標値
（策定時） 1800 1,920 2,100 2,310 2,540

目標値
（計画見直し） 1,800 1,920 2,370 2,610 2,870

実績 1,924 2,156 2,387 2,617 2,740

目標値
（策定時） 7,610 8,860 9,670 10,140 10,620

目標値
（計画見直し） 7,610 8,860 7,120 8,350 9,180

実績 6,887 6,784 7,798 8,449 8,046

目標値
（策定時） 5,180 5,180 5,232 5,284 5,337

目標値
（計画見直し） 2,590 2,590 2,616 2,642 2,668

実績 2,798 2,785 2,846 2,931 2,961

目標値
（策定時） 5,936 5,954 5,972 5,990 6,008

目標値
（計画見直し）

5,936 5,954 5,972 5,990 6,008

実績 5,870 5,874 5,898 5,917 5,950

目標値
（策定時） 20.3 20.3 20.7 21.1 21.5

目標値
（計画見直し） 20.3 20.3 20.7 21.1 21.5

実績 21.3 - - - 24.5

29年度達成状況の背景

農振計画の見直しによる面
積減少により未達成

H24年度の実績調査による
1.99㎢から、5年間で0.05㎢
に増加した。目標値には届
いていないが、用途地内の
98％が都市的利用がなさ
れ、残りは僅かにある農地
のみとなっているため、ほ
ぼ計画通りの状況である。

継続事業として石和市部地
区の認証事業を行っている
が認証に至っていない。

国県事業等幹線道路の整
備が進んだため

限られた予算の中で計画的
に道路改良を進めたが未達
成となった。

広報への掲載及び主要施
設へ利用ガイドの配布を
行ったが、周知不足と考え
られる。

他の交通機関との接続状
況や、運行時間など、より利
用しやすい環境となってい
ないことが考えられる。

観光入込客数はH26年を
ピークに減少しているが、鉄
道を利用した観光客が増加
したことによるものと思われ
る。

石和町駅前区以外の市街
化が進んでいないため。

地価公示は下降が続いて
いるが、市街化が進んでい
る地域ではわずかながら人
口増が見られる。

将来像 達成目標基準指標

3

施策

2
人が行き交う道路・
交通ネットワークづ

くり

機能的で魅力ある
市街地づくり

市街地の魅力が高
まっていると考えて
いる市民の割合

％ H23 17.6

9
対象地域（6地区）
の人口

人

5 規格道路改良済率 ％ H24

5,132

10

達成

未達成

未達成

未達成

達成

未達成

達成

人 H23

人 H23 3,696

H23 5,901

1,288

53.9

H23 45.5

地籍調査認証率 ％ 92.8

km2 H23 35.6
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総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績

用途区域内の都市
的土地利用面積

km2

全体総括（現状と課題）

1 農地面積

◇笛吹市として、総合計画、国土
利用計画、都市計画マスタープラ
ン、農業振興計画等、土地利用
に関する計画が策定された。景
観計画を策定した。
◇耕作放棄地の減少が見られな
い。
◇農用地区域面積は横ばいであ
る。
◇H27年度には、芦川地域にお
ける笛吹市過疎地域促進自立計
画を見直し新たな計画を策定し
た。

成果はほと
んど変わら
ない（横ば
い状態）

未達成

未達成

No.No.

1

未達成

地域の特色を活か
した土地利用をす
すめるまちづくり

2

3

8
JR石和温泉駅1日
当り乗・降者数

7
デマンドタクシー利
用者数（延べ）

4

幹線道路網が整備
され移動しやすい
街だと感じている市
民の割合

％

6
デマンドタクシー利
用登録者数

人 H23

◇農地面積は、Ｈ27年度35.3k
㎡、Ｈ28年度32.7k㎡、Ｈ29,29年
度32.7k㎡と減少している。

◇用途区域内の都市的土地利用
面積は、1.99㎢から2.04㎢となっ
た。

◇地籍調査認証率は、H27年度
92.8%、H28年度93.0%、H29年度
93.0%とほぼ横ばい状態が続いて
いる。

◇国土利用計画、都市計画マスタープランが策定され、計画的な土地利用
への誘導がなされている。 今後も、開発と保全のバランスを重視した土地
利用への誘導が必要。
⇒計画的な土地利用の誘導のためには、施策の目的直結度が高い「宅地
開発事前協議事業」の的確な運用が効果的である。
⇒H24年度に景観条例を制定した。この条例に伴い景観法に伴う行為の届
出を行い景観形成の誘導を行う。

◇地籍調査事業は現在、市部地区の認証に向け事業を行っている。今後も
未認証地区の解消に向け取組を続ける。山林の地籍調査時期は未定であ
る。

◇耕作放棄地の面積を減らすために農地を山林に用途変更する動きがあ
り、今後、農用地の面積が減少する可能性がある。

◇新山梨環状道路東部区間・北
部区間について、住民説明会・県
による環境影響評価の手続きが
終了し、H24年3月に都市計画決
定がされ、東部区間の住民説明
会が開催された。
◇石和温泉駅南北自由通路の建
設に伴う駅舎の建替が行われ、
Ｈ28年2月に新しい駅として供用
を開始した。
◇H29年3月笛吹八代スマートIC
の供用が開始された。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇幹線道路網が整備され移動し
やすい街だと感じている市民の割
合は、Ｈ25年度の41.5％から
51.7％と10％以上、上昇した。

◇規格道路改良率は、Ｈ27年度
59.7％、Ｈ28年度60.4％、H29年
度60.8と微増した。

◇デマンドタクシー利用登録者数
は、Ｈ27年度2,387人、H28年度
2,617人、H29年度2,740人と向上
しているが、前年度からの伸び率
は、平成28年度の110％に比べ、
平成29年度は105％と低かった。

◇デマンドタクシー利用者数は、
H27年度7,798人、H28年度8,449
人、H29年度8,046人と平成29年
度に若干下がった。

◇道路については、西関東連絡道路の開通、若彦トンネルの開通、石和温
泉駅前地区区画整理事業が終了しているが、さらに新山梨環状東部区間・
北部区間、砂原橋周辺道路、第2農免道路の整備が進むと、自動車交通の
利便性はますます高まる傾向にある。
◇笛吹八代スマートIC開通(平成29年3月26日）をうけ、山梨県と協力してア
クセス道路の早期整備を行う必要がある。
◇新山梨環状東部区間・北部区間の早期事業化、工事着工に向けて働き
かけていく必要がある。

◇特急停車駅と高速IC及び高速バス停があり、5本の国道が交差し、民間
バス路線や市営バスが運行し、ほとんどの地域がタクシー到着時間15分以
内にあること等から判断すると、公共交通環境は一定程度整備されている
と考えられる。
◇笛吹市の市営バス等の現状を見てみると、合併前の旧町村で運行してき
たバス路線を引き継ぎ、その改善を行うとともに、公共交通空白地へのデマ
ンドタクシーの導入など、民間バス路線やＪＲとのアクセス性向上にも配慮
しながら、現在の交通ネットワークを構築してきた。【市営バス関係（一宮、
境川、芦川、デマンド2ルート）の利用者数合計もＨ26の3.0万人→Ｈ27：3.1
万人→Ｈ28：3.2万人→Ｈ29：3.1万人とH29に減少したが、概ね増加傾向に
ある。】
しかしながら、残された公共交通空白地における移動手段の検討、地域間
における公共交通サービス水準の平準化、市営バス等における相互の連
携（市内全域におけるネットワーク）の改善等々の課題も指摘されている。

◇H24年度に駅前区画整理事業
が終了した。
◇H27年度に石和温泉駅舎、南
北自由通路、北口駅前広場完
成。

成果はほと
んど変わら
ない（横ば
い状態）

◇石和温泉駅1日当り乗車数は、
Ｈ27年度2,846人、Ｈ28年度2,931
人、Ｈ29年度2,961人と増加傾向
となっている。

◇対象地域(6地区)の人口は、
H27年3月末5,898人、 H28年3月
末5,917人、、H29年3月末5,950人
（駅前区826、別田区570、栗合区
685、末木区622、南区2,531、石
橋区716）であり、微増となってい
る。

◇市街地の魅力が高まっている
と思う市民の割合は、Ｈ25年度の
21.3％から24.5％と僅かだが上昇
した。

◇H27年度に石和温泉駅舎、南北自由通路、北口駅前広場が完成して駅
周辺一体の維持管理に移行した。

◇石和駅前交番が平成29年6月(予定)に開所になり安全安心な環境整備
が進む。

◇将来的には、対象地域(6地区)の整備について検討していく必要がある。

◇駅舎(南北通路)や民間による駅周辺駐車場整備により、パーク＆レイル
ライドの利用を促進する必要がある。

H23 1.99

H24

実
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い
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項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時）

600 600 650 650 700

目標値
（計画見直し）

600 600 650 650 700

実績 594 812 743 625 714

目標値
（策定時）

76,000 77,000 78,000 79,000 80,000

目標値
（計画見直し）

76,000 77,000 78,000 79,000 80,000

実績 64,096 63,837 60,915 60,586 45,919

目標値
（策定時）

330 330 335 335 340

目標値
（計画見直し）

330 330 335 335 340

実績 327 350 329 316 312

目標値
（策定時）

86 87 88 89 90

目標値
（計画見直し）

86 87 88 89 90

実績 93 103 154 143 154

目標値
（策定時）

15 16 17 18 19

目標値
（計画見直し）

15 16 17 18 19

実績 20 20 16 16 16

目標値
（策定時）

540 550 550 570 580

目標値
（計画見直し）

540 550 550 570 580

実績 628 710 862 930 935

目標値
（策定時）

40 40 40 40 40

目標値
（計画見直し）

40 40 40 40 40

実績 42 36 18 16 14

目標値
（策定時）

22 24 26 28 30

目標値
（計画見直し）

22 24 26 28 30

実績 25 25 27 28 28

目標値
（策定時）

8 9 10 11 12

目標値
（計画見直し）

8 9 10 11 12

実績 6 6 6 7 5

目標値
（策定時）

23,000 23,000 23,000 23,000 23,000

目標値
（計画見直し）

23,000 23,000 23,000 23,000 23,000

実績 19,800 19,800 19,800 20,005 20,005

目標値
（策定時）

14,200 14,200 14,200 14,200 14,200

目標値
（計画見直し）

14,200 14,200 14,200 14,200 14,200

実績 13,600 13,600 13,600 13,400 13,400

H26年をピークに観光入込
客数が減少していることが
考えられる。

これまでのインバウンド観
光客の旅行形態が団体旅
行から個人旅行へ変化した
こと、また富士山方面から
箱根、大阪、京都へと移動
してしまうことなどが挙げら
れる。

観光客数は減少傾向にある
が、富士山世界文化遺産登
録による富士河口湖方面を
訪れる観光客は増加し、そ
れにともなって本市への宿
泊者は増加している。

継続的に積極的な受け入
れ態勢を取っているが、撮
影条件に合致しないケース
もありなかなか誘致につな
がってないものもある。

友好都市交流への市民の
意識醸成、交流事業参画へ
の取組が進んでおらず、参
加者の増加につながらない
状況である。

笛吹市地域農業再生協議
会による認定農業者の新
規・更新の掘り起こしを積極
的に行った結果と考えられ
る。

未達成

未達成

雇用環境の変化や新規就
農農業後継者支援制度の
影響が考えられる。

不景気の影響が考えられ、
地域貢献並びに自社の福
利厚生にまで手が回らない
状況と思われる。

未達成

未達成

達成

未達成

達成

未達成

未達成

未達成

4
人々の交流を盛ん
にするしくみづくり

5
もてなしの心があ

ふれる観光地づくり

6
桃・ぶどう日本一を
誇れる魅力的で安
定的な農林業づくり

33

20 桃の収穫量 トン H22 23,806

17
新規就農者・新規
就農農業後継者数

人 H23

19

517

所得800万以上との条件は
あるが、法人化のメリットや
経営基盤の拡大に対する
相談が年間数件あり、経営
可能と判断できれば法人化
を積極的に進めたが未達成

14,241

気象災害の回復からやや
回復傾向ではあるが完全な
復興に至っていないため。

気象災害から回復傾向では
あるが完全な復興に至って
いないこと、また、品種の転
換等により減少したと考えら
れる。

21 ぶどうの収穫量 トン H22

19
企業・団体の森協
定締結数（延べ）

社 H22 6

18
農業生産法人数
（延べ）

社 H23

16
認定農業者数（延
べ）

人 H23

15
フィルムコミッション
による誘致件数

件 H23 14

8414
石和温泉郷年間宿
泊客数（推計宿泊
数）

万人 H23

13
石和温泉・果実郷
周辺年間観光客数
（延べ）

万人 H23 304

12
芦川おごっそう家
来客数

人 H23 74,800

51611
友好都市交流事業
への参加市民数

人 H23 達成
◇外国人観光客が減少傾向にあ
る。
◇H26年度からミズベリング事業
を開始した。
◇H28年度から中国天津市との
教育交流が始まった。
◇H28年度、タイ王国とオリンピッ
クキャンプ地誘致等に関する協
定を結んだ。

成果がどち
らかと言え
ば低下した

◇友好都市交流事業への参加市
民数は、H27年度743人、H28年
625人、H29年度714人であった。

◇芦川農産物直売所来客数は、
H27年度61,000人、H28年度
60,586人、H29年度45,919人で
あった。

◇人々の交流を盛んにするしくみと共に人々の交流の場も不可欠である。
◇国際友好都市との交流は、現状の海外3都市との交流を基本とし、今後
も市民レベルでの交流を促進していくための組織作りに取り組む必要があ
る。
◇国内地域間交流については、都市間協定などの取り交わしがなく旧町村
(地域)で交流を行っており、市として地域間交流が生かされていない。それ
ぞれの交流経緯等を生かしながら、市としての交流テーマを設定して地域
間交流を生かす必要がある。そのためには市役所の組織体制、市民との
協働事業の取組みの促進などを見直していくことが求められる。
◇地域間交流を継続していくうえで、市民レベルでの交流を促していく必要
があるが、参加の確保のための自発性を促す支援が不可欠である。
◇芦川農産物直売所については、交流人口目標を下回っているが、さらな
る交流人口増に向け、地域内外の関連施設との連携が必要である。

◇近年は、旅行形態の変化によ
り観光客が減少している。
◇H25.4.10に「日本一桃源郷宣
言」＆｢笛吹市桃源郷の日」を制
定した。
◇H25年度、富士山が世界文化
遺産として登録された。
◇2027年東京・名古屋間リニア
営業開始が決定した。
◇2020年東京オリンピック開催が
決定した。

成果はほと
んど変わら
ない（横ば
い状態）

◇石和温泉・果実郷周辺年間観
光客数　（延べ人数）は、H27年度
329万人、H28年度316万人、H29
年度312万人と年々減少傾向に
ある。
◇石和温泉郷年間宿泊客数（推
計宿泊数）は、H27年度154万人、
H28年度143万人、H29年度154万
人となっている。
◇フィルムコミッションによる誘致
件数は、H27年度16件、H28年度
16件、H29年度16件と横ばい状態
であった。

◇H25年度山梨県観光客動態調査結果の観光客の満足度をみると、峡東圏域では県全
域と比べて、「地元のおもてなし」を除く「自然景観」「文化・歴史」「観光施設」「食べもの」
「公共交通」については県平均を上回っており、全体的な満足度も高い。一方「道路整
備」、「案内標識・看板」の満足度は他の圏域に比較して最も低い状況である。
◇富士山の世界文化遺産登録効果やインバウンドの増加により、観光客は増加した
が、近年、旅行形態の変化により減少傾向にある。
◇大手旅行代理店に対する市長トップセールスや情報交換活動、新聞・雑誌への広告
掲載、海外向けパンフレット作成等実施している。(観光宣伝事業)
◇県外の人に笛吹市の名称が定着していない。桃・ブドウ日本一を活かした観光振興策
を検討していく必要がある。(観光イベント事業) ◇観光の形態が「団体」から「個人」へ変
化し、観光客のニーズが「観て歩き」から「個人」「体験」「食」と多様化している。ターゲッ
トを明確にした観光地づくり及び地域資源を活かした観光メニューづくりや、もてなしの心
をもった人材育成に力を入れていく必要がある。
◇首都圏及び中部圏の観光業者への市長トップセールスに力を入れていく必要があ
る。(観光宣伝事業)
◇桃源郷春まつりについて、メイン会場を設け全市的に展開を行った。また、ＰＲを一体
的に行い、期間も各地の花どころを紹介するため長く設定したことで、参加者数が増えて
いる。
◇すずらんの里祭り会場にて継続的に行っているアンケート調査では、「また来たい」と
の感想が95～97％と高い割合となっている。
◇県おもてなし条例や、市観光アクションプランに基づき、笛吹市の知名度アップに努
め、観光客の誘客や、宿泊観光客の増加に結びつける、効果的な施策展開に努める必
要がある。
◇リニア展望スポットとして八代ふるさと公園に展望台を設置したが、リニアの走行時刻
が明示されないため、PRしづらい。
◇すずらんの群生地面積が減少している。

成果はほと
んど変わら
ない（横ば
い状態）

◇認定農業者数は、Ｈ27年度862
人,H28年度930人,H29年度935人
で増加傾向にある。◇新規就農
者、新規就農農業後継者数は、
H27年度18人、H28年度16人、
H29年度14人と減少であった。
◇森協定締結数は、Ｈ26年度6
社、Ｈ27年度6社、H28年度7
社,H29年度で５社で横ばい状態
にある。
◇桃の収穫量は、Ｈ26年度、27
年度共に19,800ｔであり、H28
年,H29年20,005ｔと増加となった。
<※農林水産省調査データ最新
がH24年度のため、推計値>
◇ぶどうの収穫量は、H26年度、
27年度共に13,600ｔであり、H28年
度は、13,400ｔH29年度は、13,400
ｔと減少した。<※農林水産省調査
データ最新がH24年度のため、推
計値>

◇地域農業振興事業、農地利用促進事業、地産地消推進事業など、農林
業経営の基盤強化や農林業活動の支援を行っているが、残留農薬の規制
の強化や原材料費の高騰の影響、従事者の高齢化などで、農林業を取り
巻く環境は厳しさを増している。
◇H22年度から新規就農農業後継者支援事業を行い、また、H24年度から
新規就農者支援事業を新たに加え、後継者などの担い手を確保し、生産量
の向上に結びつけている。
◇消費者のニーズを的確にとらえた産品の生産、流通拡大・販売促進な
ど、総合的・計画的に展開している。
◇農業従事者の高齢化や農業後継者の減少に伴って桃とぶどうの収穫量
は年々減少傾向にあるため、農家の経営力を強化していく必要がある。
◇ワインや菓子等の2次加工品を市の特産品として定着させるよう努める必
要がある。◇生産者ならび市場において旧町村単位での流通、評価がなさ
れている。
◇桃とぶどうの収穫量・出荷量・栽培面積が日本一にランクされるが、全国
的な知名度は高いとは言えない。
◇H26年2月14日の大雪により施設栽培農家のほとんどが全壊の被害を受
けたが、被災者の9割相当の者が再建を希望しH27年度中に国県市の助成
を受け全ての被災施設が復旧した。

◇農業者年金加入者は低迷しているものの、農業委員・農地利用最適化
推進委員が加入推進に取り組み6名の新規加入実績をあげた。
　受給者・加入者とも県内トップ数である。

◇農業基盤整備に積極的に取り組み、生産性向上に結びつけている。◇
農業施設（農道、農業用水路等）、林道の整備については、毎年、地域（行
政区）等からも、多くの要望が出されているが、年度内の実施及び完結に
は、多大な費用と人的配置（技術者）が必要なため、要望とのかい離が大き
い。

◇農産物に対する残留農薬の基
準が厳しくなり、ポジティブリスト
が導入された。
◇H26年2月14日の大雪により施
設栽培農家のほとんどが全壊の
被害を受けたが、被災者の9割相
当の者が再建を希望し、平成27
年度中に、国県市の助成を受け
全ての被災施設が復旧した。
◇H27年度峡東3市により、世界
農業遺産の認定に向け協議会を
設立
◇H28年3月、日本農業遺産に認
定
◇H27年度、産地協議会が発足
し、全国桃サミットを開催した。
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項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時）

3 4 4 5 5

目標値
（計画見直し）

3 4 4 5 5

実績 0 0 2 5 4

目標値
（策定時）

16,300 16,400 16,500 16,600 16,700

目標値
（計画見直し）

16,300 16,400 16,500 16,600 16,700

実績 16,498 18,098 19,485 20,054 21,469

目標値
（策定時）

25 25 25 25 25

目標値
（計画見直し）

25 25 25 25 25

実績 14 23 19 26 32

目標値
（策定時）

88.0 91.0 94.0 97.0 100.0

目標値
（計画見直し）

88.0 91.0 94.0 97.0 100.0

実績 79.7 84.2 84.2 84.2 84.2

目標値
（策定時）

20.0 22.0 23.0 24.0 25.0

目標値
（計画見直し）

20.0 22.0 23.0 24.0 25.0

実績 17.6 16.8 17.5 19.5 21.0

目標値
（策定時）

40.0 60.0 75.0 90.0 100.0

目標値
（計画見直し）

40.0 60.0 75.0 90.0 100.0

実績 10.6 10.6 10.6 16.6 16.6

目標値
（策定時）

56.0 57.0 58.0 59.0 60.0

目標値
（計画見直し）

56.0 57.0 58.0 59.0 60.0

実績 49.5 - - - 51.4

目標値
（策定時）

61.0 65.0 69.0 72.0 75.0

目標値
（計画見直し）

61.0 65.0 69.0 72.0 75.0

実績 57.5 58.0 69.0 70.3 73.9

目標値
（策定時）

8,060 8,110 8,160 8,210 8,260

目標値
（計画見直し）

8,060 8,110 8,160 8,210 8,260

実績 8,070 8,149 8,207 8,394 8,548

目標値
（策定時）

165 160 155 150 145

目標値
（計画見直し）

165 160 155 150 145

実績 126 127 122 110 108

目標値
（策定時）

- - - - -

目標値
（計画見直し）

13 13 13 14 14

実績 13 13 13 14 14
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熊本地震により意識が高
まったことから増加傾向に
あるが目標は未達成

蓄倉庫のスペースがないた
め、訓練時に消費した分の
みの補充

達成

達成

未達成

達成

未達成

未達成

未達成

達成

輸出関連企業とリサイクル
業者であり、企業活動が上
向いていると思われるが、
未達成となった。

災害に対する意識は向上し
ているが、自主的に防災対
策に取り組むまでには至っ
ていない状況である。

消防施設整備事業及び救
急医療事業等を主要事業と
位置づけ事業を実施してき
たが、市民の皆様方には、
実感していただける状況が
なかったと考えられる。

地区要望による施設数の増
加に伴い達成

全国的な傾向であるが、交
通関係団体の啓発成果に
伴い事故件数が減少傾向
にあり達成

目標値には届かなかった
が、核家族化が進み、平成
18年以降、新築住宅が増加
したことで、設置率が上がっ
たと考える。

犯罪抑止効果及び状況証
拠となる防犯カメラの計画
的設置に伴い達成

災害に強い安全な
備えづくり

活力ある地域経済
づくり

7

9
命を守り安心して暮
らせるしくみづくり

8

31
高齢者の事故件数
（1月～12月）

件 H24

H23 7,965

57.029
住宅用火災警報器
設置率

％ H24

H23人

25

16,018

22
企業誘致（企業誘
致活動を含む）件
数

企業 H23 0

H23 83.8

23
企業への就業者数
（個人住民税の特
別徴収者数）

◇地震等災害に対して市民の関
心は高まっている。
◇木造個人住宅耐震化支援を
行っている。
◇防災の拠点となる本庁舎耐震
改修事業が完了した。
◇大雪（種別ごと）による災害対
策の見直しが必要となった。
◇H25年度から要援護者台帳シ
ステムを導入した。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

27
行政区における自
主防災マップ整備
率

％ H23 5.3

16.4

未達成

未達成

雇用が増加しているのは、
輸出関連企業等における円
安好況によるものと、税務
課による企業への特別徴収
推進に関する活動の成果
が現れたことによるものと思
われる。

雇用情勢が好転し、求人需
要が増加したものと思われ
る。

24
企業ガイダンス参
加企業数

企業 H23

◇市民と行政が一体となった取り組みと地域の防災組織の強化が求めら
れており、自主防災組織活動支援事業を通じて取り組みを進めている。
◇災害時要援護者台帳の整備を進め、災害に対する自助･共助の意識を
高めていく必要がある。
◇災害種別に応じた個別計画の見直しを行う。
◇木造個人住宅の耐震化には補助制度があり、積極的な広報を行ってい
るが、市内全体の要耐震化には至っていない。
◇山梨県で想定されている災害は、静岡県の駿河湾沖を震源とする南海ト
ラフ地震及び神奈川県の小田原あたりを震源とする南関東直下型地震、最
近では富士山の噴火説などさまざまな災害が予想されている。

◇被害想定被災者数に対する食
料の備蓄率は、H26年度84.2％、
Ｈ27年度84.2％、H28年度84.2％
となっている。
◇行政区における防災訓練参加
率は、H26年度16.8％、H27年度
17.5％、H28年度19.5％、と少しづ
つ上昇した。
◇行政区における自主防災マッ
プ整備率は、H26年度10.6％、
H27年度10.6％、H28年度が
16.6％と少し上昇した。

28

消防や救急医療体
制が整い安心して
暮らせると考えてい
る市民の割合

％ H23 50.6

H23

25

171

30 防犯灯設置基数 基

26
行政区における防
災訓練参加率

％

被害想定被災者数
に対する食料の備
蓄率

％

達成32 防犯カメラ設置数 基 - -

◇救急車の出動件数が5年前と
比べて増加。◇AED（除細動器）
の設置が進んだ。◇住宅用火災
警報器の義務化から数年が経過
していることから、機器の作動確
認や本体の交換を推進する必要
がある。◇薬剤投与や気管内挿
管が救急搬送時に行えるように
なった。◇飲酒運転の罰則強化
やシートベルトの着用義務の拡
充に伴い、全国的に交通事故は
減少傾向にある。一方で、高齢者
の事故割合が増加している。◇
石和温泉駅前、春日居町駅前に
防犯カメラが設置された。◇暴力
団発砲事件を受けて石和町内主
要交差点等14地点に防犯カメラ
を増設◇H25年度、地域医療救
護体制整備事業を活用し、災害
時の医療救護に使用する物品の
整備等を行った。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇消防や救急医療体制が整い安
心して暮らせると考えている割合
は、Ｈ25年度の49.5％から51.4％
と僅かだが上昇した。
※市民の消防行政に対する意識
調査として平成28年度から新た
にアンケート等を試みているが、
十分な標本を得ることができず、
有効な実績値ではないため時系
列比較を行っていない。
◇住宅用火災警報器の設置率
は、平成27年度69.0％、平成28年
度70.3％、平成29年度は73.9% と
上昇しており、県の数値に近づい
ている。
◇防犯灯設置基数は、平成27年
度は8,207基、平成28年度は
8,349基、平成29年度は8,548基と
増加している。
◇高齢者交通事故は、平成27年
度は122件、平成28年度は110
件、平成29年度は108件と減少し
ている。
◇防犯カメラの設置は、平成27年
度13基、平成28年度、平成29年
度14基となっている。

◇行政区管理の防犯灯について、CO2排出量の削減、電気料の節減等を
目的にLED照明器への更新を進めるため笛吹市LED防犯灯交換費補助金
交付事業を開始した。
◇高齢者等の交通事故を未然に防止するため、自主的に免許証を返納さ
れた方にタクシー利用券の交付を行う運転免許証自主返納支援事業をH28
年度に開始した。
◇消防・防災・救急医療体制が整っていて、安心して暮らすことができるよう
にするため、消防施設の整備等を進め、平成29年度末には、建設中であっ
た2つの出張所が完成し運用開始ができた。
◇消防・防災・救急医療体制が整っていて、安心して暮らすことができるよう
にするため、消防署員の資質の向上が必要である。
◇高機能消防指令センター及び消防救急デジタル無線システムが構築さ
れ、平成27年度から正式に運用が開始されたことでハード面・ソフト面とも
に、常に正常な状態を保持することができている。
◇市民の消防行政に対する意識調査を試みているが、有効な実績値を見
い出せていないので、さらに積極的にあらゆる機会を捉えて調査に取り組
み、数値の低い地域の消防体制の充実整備を図るなどして、目標値以上
の実績値を得られるよう努力する。
◇住宅用火災警報器の設置率について、県と同等であるが条例に適合す
る場所となると低値である。H30年度は条例に適合する場所への設置と、機
器交換を含めた維持管理に重点をおく「普及啓発」を展開する。
◇消防・防災・救急医療体制が整っていて市民が安心して暮らすことができ
るように、救急隊の育成、消防車両の整備、地元消防団との連携強化等が
必要である。

◇団塊世代の退職後の雇用機会
の要求が高まる。
◇企業の求める雇用形態が変わ
り、非正規雇用が増加した。一
方、就業者のﾆｰｽﾞも変化し、ﾊﾟｰﾄ
ﾀｲﾑ労働や派遣・契約社員など、
就業形態が多様化している。
◇経済情勢の変化に伴って若者
の雇用状況が変化している。
◇農家の高齢化が進み、労働力
確保のためシルバー人材派遣セ
ンターへの依頼が増えた。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇企業誘致（企業誘致活動を含
む）は、H27年度は実績値2、H28
年度は実績値5、H29年度は実績
値4企業と増加傾向にある。
◇企業への就業者数（市内企業
特別徴収者数）は、H27年度
19,485人、H28年度20,054人、
H29年度21,469人と増加傾向にあ
る。
◇企業ガイダンス参加企業数は、
H27年度19社、H28年度が26社、
H29年度が32社とH27年度は低下
したが、その後増加に転じた。

◇大規模小売店が進出し、地元商店街の活気が薄れている。また、イン
ターネット販売など、消費者の購買行動が変化している。
◇商工業者に対する支援が効果をあげているか検証し、商工団体への補
助のあり方を見直した。
◇企業が進出しやすい環境をつくったり、意欲と能力がある事業者を支援
する。例えば、市内の異業種が交流する機会をつくり、新産業や新商品の
開発を促した。⇒「ものづくり企業の意見交換会(商工総務事務)」
◇H21年度からは、商工総務事務の中で市内の企業を対象とした企業就職
ガイダンスを開催し、企業に対して人材確保の場を提供した。
◇H23年度末発生した東日本大震災の二次的影響により、商工業者は厳し
い状況下に置かれたため、市は笛吹市商工振興災害対策資金の融資制度
を打ちたて、状況改善に努めてきたが、いまだ厳しい状況は続いている。平
成28年度から創業者への経営、融資等の指導を行うには専門性が必須で
あることから経営指導員のいる笛吹市商工会にワンストップ窓口を設置し
た。
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項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時） 81.0 82.0 83.0 84.0 85.0

目標値
（計画見直し） 81.0 82.0 83.0 84.0 85.0

実績 80.2 81.3 79.8 80.0 79.7

目標値
（策定時） 330 340 350 370 380

目標値
（計画見直し） 330 340 350 370 380

実績 321 308 307 291 275

目標値
（策定時）

346,000 354,000 362,000 370,000 378,000

目標値
（計画見直し）

346,000 354,000 362,000 370,000 378,000

実績 334,652 354,813 354,661 345,034 393,980

目標値
（策定時） 59.7 60.0 60.3 60.6 60.9

目標値
（計画見直し） 59.7 60.0 60.3 60.6 60.9

実績 60.6 61.0 62.8 64.8 65.8

目標値
（策定時） 86.0 87.0 88.0 89.0 90.0

目標値
（計画見直し）

86.0 87.0 88.0 89.0 90.0

実績 85.4 87.3 87.0 85.7 87.4

目標値
（策定時） 29.0 30.0 31.0 32.0 33.0

目標値
（計画見直し）

29.0 30.0 31.0 32.0 38.0

実績 30.0 30.0 29.2 30.1 39.6

目標値
（策定時） 420 400 380 360 340

目標値
（計画見直し） 420 400 380 360 100

実績 274 210 125 97 88

目標値
（策定時） 75.0 76.0 77.0 78.0 79.0

目標値
（計画見直し） 75.0 76.0 77.0 78.0 79.0

実績 77.2 - - - 71.9

目標値
（策定時） 8.49 8.70 8.70 8.70 9.15

目標値
（計画見直し） 8.49 8.70 8.70 8.70 9.15

実績 9.41 9.52 9.60 9.60 9.70

目標値
（策定時） 67 70 72 74 76

目標値
（計画見直し） 67 70 72 74 76

実績 64 73 73 86 83

目標値
（策定時）

71.1 71.8 72.5 73.3 74.0

目標値
（計画見直し）

71.1 71.8 72.5 73.3 74.0

実績 68.3 - - - 71.5

目標値
（策定時）

39.4 39.8 40.2 40.6 41.0

目標値
（計画見直し）

39.4 39.8 40.2 40.6 41.0

実績 38.9 - - - 34.0

み
ん
な
で
奏
で
る
“
に
ぎ
わ
い
・
や
す
ら
ぎ
・
き
ら
め
き
”
の
ハ
ー

モ
ニ
ー

環
境
に
や
さ
し
く

、
安
心
し
て
健
や
か
に
く
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

達成

未達成

未達成

未達成

老朽化した住宅の募集停止
と四日市場団地建替え事業
に伴うものである。

未達成

達成

達成

未達成

達成

指定管理者によるサービス
向上により、リピーターが増
加したと考えられる。

緑の基本計画による緑化推
進の成果により達成

大規模な漏水が原因と考え
られる。

計画的に事業を推進してい
る結果達成

本管布設により、接続可能
区域が広がったため未達成

未達成

未達成

10
快適で暮らしやす
い生活環境づくり

11
美しい環境を大切
にする社会づくり

12
憩いと癒しの空間

づくり

39
住宅用太陽光発電
システム設置費補
助金交付件数

件

◇公園管理業務の一部に指定管
理を導入した。
◇H27年度リニアの見える丘整備
事業を実施し完成した。
◇H28年度に県民緑化まつりを開
催

44
公園を利用してい
る市民の割合

％ H23

◇H2７年度に策定した公園長寿命化計画に基づき老朽化した施設・遊具等
の更新や改修を進める必要があるが、予算確保が難しく更新や改修が遅
れている。また、これからの利用形態や資源の活用を取り入れてリニューア
ルや管理体制の方法などを検討する必要がある。

◇花のまちづくり推進事業については、更に市民自らが花に親しみ潤いの
あるまちづくりの市民意識の啓発に努める必要がある。

43

身近に自然とふれ
あうことができると
感じている市民の
割合

％ H23 69.7

6542 花づくり団体数 団体 H23

38.6

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇市民一人当たりの公園・緑地
面積は、Ｈ27・28年度9.6㎡、Ｈ29
年度9.7㎡とやや増加傾向であっ
た。
◇「身近に自然とふれあうことが
できると感じている」市民の割合
は、Ｈ25年度の68.3％から71.5％
と上昇した。
◇「公園を利用している」市民の
割合は、Ｈ25年度の38.9％から
34.0％と下がった。
◇花づくり団体数は、27年度73団
体、H28年度86団体、H29年度は
83団体となっている。

達成

H23

◇分別方法や収集回数が統一さ
れ、コスト削減や利便性の向上に
つながっている。
◇家庭用太陽光発電システムの
設置に対して国・県・市の支援が
進められてきたが、H29年度末を
もって事業を終了することを決定
した。
◇H24年度末、環境経営システム
である「エコアクション21」の認証
を笛吹市役所が取得した。
◇H29年4月から有料指定ごみ袋
を導入した。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇生活系可燃ごみの減量率は、
基準年の平成16年度の15,723ト
ンと比較すると、平成27年度
29.2％、平成28年度30.1％、平成
29年度39.6％と今年度は大きく前
進した。
◇資源物は、平成27年度3,564t、
平成28年度3,253t、平成28年度
3,316tで、総排出量は若干増え
た。
◇住宅用太陽光発電システム設
置費補助金交付件数は、平成27
年度125件、平成28年度97件、平
成29年度88件と減少傾向となっ
ている。
◇「エコ活動に取り組んでいる」市
民の割合、Ｈ25年度の77.2％から
71.9％と下がった。

◇近年、資源を大切にする循環型社会の構築に向けた取り組みが進んで
きており、笛吹市においても、生活系可燃ごみ減量53％の取り組みを進
め、H29年度は、基準年度のH16年度の対比で減量率は40％となっている。
H28年度と比較すると1割増加していて有料ゴミ袋の導入効果が大きい状況
である。目標とする53％の減量率の達成は出来ていない状況であるが、次
年度への反動が心配されるため、今までより更にごみの分別化を推進す
る。また、今後更に廃棄物の減量率を伸ばすためには、ごみの発生抑制と
資源化のための分別収集の徹底や生ごみの水切りの徹底及び堆肥化をよ
り一層促進する必要がある。
◇生活系可燃ごみの中には、事業系のごみの混入も見られることから、事
業所に対しては事業系のごみとしての適切な排出と、排出量の抑制に向け
た指導と啓発をより一層行う必要がある。
◇「環境基本計画（H23～H32年度）」については、目標値を設定し毎年度取
り組みを行っている。
◇地球温暖化防止対策として、市役所では、公共施設から排出されるCO2
の削減に取り組み、H27年度は、基準年度のH19年度の対比で約2,367t、
約23％の削減成果を収めた。また、笛吹市役所として環境省が制定エコア
クション21事業にも積極的に参加し、県下自治体初の認証団体になるな
ど、環境に対する取り組みは活発であるが、この取り組みを更に市民一人
ひとりに浸透させていく必要がある。なお、H30年度において、エコアクショ
ン21の認証団体の見直しの必要があると考える。

41
市民一人あたりの
公園・緑地面積

㎡ H23 8.49

40
エコ活動に取り組
んでいる市民の割
合

％ H22 72.7

371

市営温泉市民利用
数
(市営温泉利用度)

人 H24 338,250

38
生活系可燃ごみの
減量率

％ H23 28.0

H24 329

58.8

37 水洗化率 ％

75.133 （上水道）有収率 ％ H23

H23 82.7

36 下水道普及率 ％ H23

35

◇下水道普及率は、Ｈ26年度
61.0％、Ｈ27年度62.8％、Ｈ28年
度64.6%と向上している。(計画的
に事業を推進している結果)
◇水洗化率は、Ｈ26年度87.3％、
Ｈ27年度87.0％、H28年度85.7%と
若干下がった状態。(本管布設に
より、接続可能区域が広がったた
め一時的に下がった。）
◇市営温泉市民利用数は、H26
年度354,813人、H27年度354,661
人、H28年度348,892人であった。
◇市営住宅入居世帯は過去3年
308世帯から291世帯と建替え事
業等により減少傾向である。
◇水道有収率は、H26年度
81.3％、H27年度79.8％、H28年度
80.0％であった。  (H28年度は
H27年度とほぼ同数値となった
が、大規模な漏水が減っていない
ものと考えられる。)

◇公共下水道整備事業において下水道整備を進め、河川の水質浄化に努
めてきたが、経営健全化が課題になっており、H21年度から計画の見直しを
行っている。さらに健全化に向けては、使用料並びに受益者負担金徴収事
業において、H30年度使用料の料金改定を行ったほか、徴収率向上に向け
て取り組んでいる。国の要請により、汚水処理のアクションプランを作成し、
県と連携を図り、市の下水道全体計画区域を平成32年度に峡東流域下水
道計画の見直しに合わせて、浄化槽による処理区域と下水道による処理区
域の区域検討を行なっていく必要がある。
◇供用開始となった地域の下水道加入率を高める必要があるため、下水
道の必要性についての啓発活動を行っていく必要がある。

◇市営温泉施設は、建設時期が概ね同時期であり経年劣化につき維持管
理（修繕費）が年々増加している現状となっている。

◇引き続き生活道路（市道）・水路の整備を進めていく必要はあるが、道路
延長の増加に伴って維持管理経費がかさむことから計画的な整備や改修
が求められている。

◇市営住宅については、平成28年度に「笛吹市営住宅長寿命化計画」の改
定を行った。この計画に基づき維持改修を行っていく。

◇有収水量のアップを図るとともに、漏水等の無駄な配水を減少させ有収
率の向上を図る必要がある。
◇有収率を上げるには、漏水が発生しやすい老朽管路の更新を計画的に
行うことと、漏水箇所の早期発見、早期修繕を行なうことが重要であると考
えている。今後も厳しい財政状況の中、計画的な管路更新と修繕事業を進
めていく必要がある。

34
市営住宅入居世帯
数

世帯
◇市営温泉の指定管理者制度導
入は、H26年度より2施設となっ
た。◇H26年度、御坂浄水場が完
成し、広瀬ダムのダム水も利用で
きるようになった。
◇H27年度に下水道加入員を雇
用し、未接続の家庭に直接接続
の依頼を実施し、水洗化率が向
上した。
◇なごみの湯については、福祉
施設として使用しているため、
H27年度に所管を、市民活動支
援課から福祉総務課に変更し
た。
◇H28年度、下水道受益者負担
金の収納率向上のため、徴収員
１名を採用した。

成果がどち
らかと言え
ば低下した

平成29年4月に有料指定ご
み袋を導入したため

東電の買い取り価格の減少
や、設置要望者で既存住宅
へ設置がほぼ完了したこ
と、また新規住宅への設置
者に限られてきたことから
減少傾向にあることが考え
られる。

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため現時点での達成
状況が不明のため背景も不
明

周囲を山々に囲まれ、森
林、里山、水辺豊かな多く
の川が流れる本市は恵ま
れた自然環境にあると考え
られるが、未達成となった。

公園を利用する幼少年齢層
の減少、ゆとりある生活習
慣の後退などが考えられ
る。

広報等の啓発活動により維
持されている。
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項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時）

61.5 62.0 62.5 63.0 63.5

目標値
（計画見直し） 61.5 62.0 62.5 63.0 63.5

実績 60.5 - - - 49.8

目標値
（策定時） 48.0 51.0 54.0 57.0 60.0

目標値
（計画見直し） 48.0 51.0 54.0 57.0 60.0

実績 45.5 46.4 47.3 48.1 51.0

目標値
（策定時） 80.1 80.2 80.3 80.4 80.5

目標値
（計画見直し） 80.1 80.2 80.3 80.4 80.5

実績 80.0 - - - 83.1

目標値
（策定時） 40.0 41.0 42.0 42.0 42.0

目標値
（計画見直し）

40.0 41.0 42.0 42.0 42.0

実績 39.0 41.0 40.8 44.6 40.6

目標値
（策定時） 16.0 16.0 16.0 17.0 17.0

目標値
（計画見直し）

16.0 16.0 16.0 17.0 17.0

実績 15.0 15.0 24.9 28.4 28.1

目標値
（策定時）

94.0 94.0 94.5 94.5 95.0

目標値
（計画見直し） 94.0 94.0 94.5 94.5 95.0

実績 93.0 94.0 94.0 96.0 96.5

目標値
（策定時） 58 59 60 60 60

目標値
（計画見直し） 58 59 60 60 60

実績 50 62 60 56 66

目標値
（策定時） 28,800 29,300 29,550 29,800 30,050

目標値
（計画見直し）

28,800 29,300 37,550 37,800 39,550

実績 28,420 31,321 41,465 39,541 41,553

目標値
（策定時）

175,000 181,000 181,000 180,000 180,000

目標値
（計画見直し）

175,000 181,000 181,000 180,000 149,230

実績 144,468 141,206 143,451 146,306 142,698

み
ん
な
で
奏
で
る
“
に
ぎ
わ
い
・
や
す
ら
ぎ
・
き
ら
め
き
”
の
ハ
ー

モ
ニ
ー

環
境
に
や
さ
し
く

、
安
心
し
て
健
や
か
に
く
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

13
健やかで生きいき
と暮らせる環境づく

り

達成

達成

未達成

未達成

達成

未達成

未達成

達成

達成

14
安心して生み育て
られる環境づくり

H23 92.2

25,010

51
子ども食育教室の
開催

回 H23 57

子育てに対するニーズが高
いことから達成

制度が周知され受診しやす
い体制が整ったことが原因
で増加傾向にあるが、中学
生の受診率が想定より低
かったため目標は未達成

子供の検診は医療機関だ
けで良いと考える親の数が
固定化してきた結果増加傾
向となっており達成

52
子育て支援セン
ター利用者数

人 H23

山梨県栄養士会の事業を
利用したことにより達成

53
子どもの医療費支
給件数

件 H23 121,000

◇ 子育て家庭への経済的支援
について:子どもすこやか医療費
助成(H25年度4月より中学3年生
まで年齢拡大)
◇子育てに良好な居住環境につ
いて:多様化する子育て支援ニー
ズに対応するための子育て支援
センターの増設(H25年度1箇所、
H27年度から2箇所を増設)等機
能の充実を図った。
◇ 仕事と子育ての両立支援につ
いて：保護者のニーズを踏まえ必
要なサービスを利用できるよう、
病児・病後児保育等の保育サー
ビスの充実を図った。

指針に基づいて検診対象
の見直しをした影響も考え
られる。

50
乳幼児健康診査受
診率

％

79.2

46
特定健診を受診し
た国民健康保険被
保険者の割合

％ H23 42.5

60.3

健康への関心が高まってき
ていると考えられる。

48
がん検診を受診し
た市民の割合

％ H23

45
日ごろから健康に
心がけている市民
の割合

％ H23

31.4

49
健康診査(19～39
歳)を受診した市民
の割合

％ - -

◇H25年度から40歳の特定健診
集団健診受診者の自己負担
（1,000円）を無料とした。
◇H26年度働く世代の女性支援
のためのがん検診推進事業が開
始された。
◇H26年度から人間ドック、個別
医療機関健診の実施期間を延長
した。
◇H28年度から、胃内視鏡検査を
導入した。
◇H29年度からがん検診・健康診
査の対象者見直しを行う。

成果がどち
らかと言え
ば低下した

◇日ごろから健康に心がけてい
る市民の割合は、Ｈ25年度の
60.5％から49.8％と大幅に下がっ
た。
◇健康で充実した生活を送って
いる市民の割合は、Ｈ25年度の
80.0％から83.1％と上昇した。
◇健康診査（19～39歳）の受診率
は、H27年度24.9%、H28年度
28.4%、H29年度28.1％と増加傾向
となっている。
◇がん検診受診率は、H27年度
40.8%　H28年度44.6%　H29年度
40.6％と推移している。
◇特定健診を受診した国民健康
保険者の割合は、平成27年度
47.3%（46.3%）、平成28年度48.1％
（47.1%）、平成29年度51.0％（法
定報告値は、10月に確定）と微増
となっている。

◇平成28年度に第2次笛吹市健康増進計画を策定した。この中で、(1)生活
習慣病の発症予防と重症化予防(2)社会生活を営むために必要な機能の
維持向上(3)切れ目ない子育て支援(4)楽しく食べるための環境づくり　を施
策として取り組む基本目標としてあげている。(1)生活習慣病の発症予防と
重症化予防の具体的な取組みとして、がん・循環器疾患・糖尿病の発祥予
防と重症化予防の具体的な取組みを計画している。がん検診については、
国が示しているがん検診の指針に基づいた検診を実施し、平成29年度から
対象者の見直しを行った。また、検診の受診率向上にむけて受診勧奨と要
精密検査者のフォローを実施する。国民健康保険の医療費が高額な腎不
全の早期発見・重症化予防のために、市独自で腎機能検査を特定健診・健
康診査に追加している。生活習慣病の重症化予防事業・管理栄養士の派
遣事業などの取組みや、各種健康教室を開催する。（2）社会生活を営むた
めに必要な機能の維持向上の中では、自殺予防対策として、こころの健康
相談を実施し、精神科医や臨床心理士等の専門職と保健所等の関係機関
と連携しながら相談にあたる。

◇H26年度から、管理栄養士のいない市内の医療機関の内、6箇所に管理
栄養士を派遣する管理栄養士派遣事業を実施している。H26年度から、人
間ドックの受診期間を延長した。H27年度に国民健康保険法の改正に伴い
データヘルス計画を作成した。

47
健康で充実した生
活を送っている市
民の割合

％ H23

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため背景は不明

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため背景は不明

H24年度から定期受診をし
ている特定健診の対象者に
対して、同意の下主治医か
ら特定健診項目の情報提
供を受ける等の様々な取り
組みを行っているが、保険
者の健診に対する意識が
高まらないことが影響してい
ると考えられる。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇子育て支援センターの利用者
数は、27年度41,465人、28年度
39,541人、H29年度41,553人と
なった。
◇子ども医療費支給件数は、H27
年度143,451人、H28年度146,306
人、H29年度142,698件となった。
◇乳幼児健診受診率は、H27年
度94.0%、H28年度96.0%、Ｈ29年
度96.5％とやや増加が見られた。
◇子ども食育教室は、H27年度60
回、H28年度56回、H29年度66回
となった。

◇ 現状として子育て支援の施策は、子育てのための生活環境が整えられている。今後
は、子どもを生み育てることが精神的、身体的、経済的にも負担とならないように、子育
てに安心感がもてる環境づくりに取り組む事が必要である。
① 家庭における子育て支援・相談、情報提供の体制の充実・・・子育ての不安や悩みに
ついて身近なところで気軽に相談できるように地域子育て支援センターを核としての相
談体制の確保
・子育て家庭の交流支援・・・子育て家庭が情報交換や交流を行うことにより子育ての不
安を解消して子育ての楽しさを見出せるように、異世代間の交流や地域との交流事業を
実施しするとともに、ICTを活用して子育てに関する様々な情報提供を積極的に行う。
・教育、保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等
を行うとともに、関係機関との連絡調整を行なう。
・子育て家庭への経済的支援・・・子育て家庭の経済的負担を軽減するため、子どもすこ
やか医療費等の助成を行ない、対象年齢の制度の拡大充実
② 地域で取り組む子育て環境づくり・子育てと仕事の両立・・・病児・病後児保育、土曜
日保育の実施
・地域での子育て支援・・・児童館、支援センター、ファミリーサポートセンターの充実
・就労支援・・・一時預かり等運営の充実
③ 子どもが健やかに育つことが出来る環境づくり・保育サービスの充実・・・多様化する
保育ニーズへの適切な対応、特別保育事業（延長保育等）の充実及び保育所職員の資
質の向上
・体験、交流機会の充実・・・児童館、支援センター施設においての世代間交流、異年齢
児の交流機会の充実
④ 保護・援助を必要とする子どもへの支援・児童虐待等の防止・・・児童虐待やいじめ等
の発生抑止するための心の健康づくり、虐待の早期発見と専門職による被害を受けた
子どもの心のケアや家庭相談の支援
・保護を必要とする児童等への支援・・・保護者の疾病、恒常的に家庭における監護が
困難な子ども等への支援　　・ひとり親家庭等への支援・・・ひとり親家庭や母子家庭に
おける生活支援と経済的の支援の充実
・障害を持つ子どもへの支援・・・早期発見、早期治療　、発達障害に係わる支援の取組
◇母子保健対策の充実・・・安心して子どもを生み、健やかに育てられるよう母子保健対
策の充実として、不妊治療費支援事業の実施、乳幼児健診の充実と、未受診児の把握
と支援、乳幼児健診後の支援の必要な児と保護者への相談や家庭訪問を通した個別支
援の充実を図っている。
◇ 私立幼稚園に就園する保護者への奨励費補助金の充実が求められているが、認定
子ども園への移行により市内に住所を有する私立幼稚園は1園となった。このため、認
定子ども園等の保育料を考慮する中で適切な補助金額を算定する必要がある。
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項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時） 73.0 73.5 74.0 74.5 75.0

目標値
（計画見直し） 73.0 73.5 74.0 74.5 75.0

実績 71.0 - - - 63.5

目標値
（策定時）

84.0 84.0 83.9 84.0 84.0

目標値
（計画見直し） 88.5 88.5 88.6 84.0 84.0

実績 84.6 84.0 83.7 84.0 84.1

目標値
（策定時） 72.1 72.2 72.3 72.4 72.5

目標値
（計画見直し） 72.1 72.2 72.3 72.4 72.5

実績 74.1 - - - 74.7

目標値
（策定時） 85.5 86.0 86.5 87.0 87.5

目標値
（計画見直し） 85.5 86.0 86.5 87.0 87.5

実績 86.1 85.9 86.3 89.1 91.9

目標値
（策定時） 23 23 23 24 24

目標値
（計画見直し）

23 23 23 24 24

実績 29 24 32 35 35

目標値
（策定時） 5,200 5,300 5,400 5,500 5,600

目標値
（計画見直し）

5,200 5,300 5,400 5,500 5,600

実績 4,757 4,234 4,505 5,490 6,660

目標値
（策定時） 15.0 15.5 16.0 16.5 17.0

目標値
（計画見直し）

15.0 15.5 16.0 16.5 17.0

実績 12.5 - - - 15.5

目標値
（策定時） 18.5 19 19.5 20 20.5

目標値
（計画見直し） 18.5 19.0 19.5 20.0 20.5

実績 16.5 - - - 18.9

目標値
（策定時）

60.0 60.0 60.0 62.0 62.0

目標値
（計画見直し） 60.0 60.0 60.0 62.0 62.0

実績 55.9 - - - 61.7

目標値
（策定時） 91.2 91.2 91.3 91.4 91.5

目標値
（計画見直し） 91.2 91.2 91.3 91.4 91.5

実績 91.3 91.8 94.3 95.0 95.0

目標値
（策定時） 9 9 10 10 10

目標値
（計画見直し） 9 9 10 10 10

実績 15 9 11 14 12

み
ん
な
で
奏
で
る
“
に
ぎ
わ
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・
や
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ら
ぎ
・
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め
き
”
の
ハ
ー
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ニ
ー

環
境
に
や
さ
し
く

、
安
心
し
て
健
や
か
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く
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

15
高齢者がいつまで
も元気で暮らせる

環境づくり

17
暮らしの基礎を支
える安心なしくみづ

くり

達成

達成16
障がい者の自立を
支援する環境づくり

55.762
社会保障制度を理
解している市民の
割合

％ H23

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため現時点での達成
状況が不明のため背景も不
明

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため現時点での達成
状況が不明のため背景も不
明

59
相談支援事業にお
ける相談件数

病気や老齢になっ
ても生活できると考
えている市民の割
合

％ H23 16.4

60

ハンディキャップの
ある方が住みやす
い社会だと思う市
民の割合

％ H23 14.4

22

卒業生の進路指導や就労
施設の支援充実及び事業
所側の理解が進んだ結果と
考えられる。

H27年4月「障がい者基幹相
談支援センター」が開設さ
れ相談事業が充実したこ
と、また、サービス利用の増
加により相談実績が増加し
たものと思われる。

相談内容やサービス利用実
績が増加していることから、
充実していると判断できる。

90.9

未達成

未達成

未達成

5
就労支援員とハローワーク
との連携による成果が現れ
てきたことから達成

継続した収納対策・意識啓
発に伴う成果

5066

◇高齢化や医療の高度化に伴っ
て医療費が増えている。◇少子
高齢化に伴い後期高齢者医療の
被保険者の数は増えている。◇
保険税（料）の収納率が上昇して
いる。◇介護保険制度が市民に
定着し、利用者が増えている。◇
H27年度の介護保険法一部改正
により、低所得者の1号保険料が
軽減され、高所得者の介護サー
ビス利用料負担割合が引き上げ
られた。◇生活保護受給者が増
加している。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇病気や老齢になっても生活で
きると考えている市民の割合は、
Ｈ25年度の16.5％から18.9％と上
昇した。
◇社会保障制度を理解している
市民の割合は、Ｈ25年度の
55.9％から61.7％と上昇した。
◇国民健康保険税の現年度分収
納率は、Ｈ27年度94.3％、Ｈ28年
度95.0％、H29年度95.2％と増加
傾向であった。
◇生活保護受給者就労者数は、
H27年度11人、H28年度14人、
H29年度12人と増加傾向であっ
た。

◇現在は、県の財政調整交付金を活用して臨時徴収員を雇用して現年度
を中心に徴収している。今後も収税課と連携を図るとともに、継続した収納
対策・意識啓発が必要である。　国保加入世帯の所得が低下しているた
め、国保財政を圧迫している。

◇社会保障制度については、周知等により年々理解度が高まってきてい
る。今後も介護が必要になっても高齢者が地域で安心して暮らしていけるよ
うに介護保険への加入の必要性、介護サービスの利用の仕方等の周知に
取り組む。

◇雇用情勢に改善が見られるものの被保護者の雇用環境は、以前として
厳しい状況が続いている。また、高齢のため就労することができない被保護
者が増えている。就労可能な受給者については、引続き、就労、自立を目
指してケースワーカー、就労支援員及びハローワークが連携して就労支援
を行う。

63

件 H23

64
生活保護受給者の
うち仕事に就いた
人（延べ人数）

人 H23

％ H23
国民健康保険税
（現年）収納率 達成

61

58
市内で障がい者の
受け入れを行って
いる事業所数

事業所 H23

未達成

達成

57
介護サービス利用
率

％ H23 84.7

56
健康で充実した生
活を送っていると答
えた高齢者の割合

介護予防事業である各種教
室などの参加者数が増加し
ていることから、健康への
意識が高まってきたことが
要因と考えられる。

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため現時点での達成
状況が不明のため背景も不
明

各種教室やボランティア活
動など社会参加の増加に伴
う、健康寿命の向上が要因
と考えられる。

介護サービス提供事業所の
増加及び介護サービスの充
実等により、介護保険認定
者が満足できる介護サービ
スを利用できるようになって
きたことが要因と考えられ
る。

％ H23

55
健康な高齢者の割
合

％ H23 87.1

70.3

54

健康のために続け
ていることがあると
答えた高齢者の割
合

％ H23 72.7 ◇各種高齢者データの5年間
(H23.4.1→H28.4.1)の推移　①高
齢化率：23.6％→27.8％、②後期
高齢者率：12.2％→13.7％、③在
宅独居高齢者：14.1%→20.9％、
④認知症高齢者：10.4%→11.6％
◇要介護認定者の推移：H23年
度末2,659人→H27年度末3,132
人◇介護保険法一部改正(H27年
度)①介護予防(訪問・通所)介護
が、市の事務(地域支援事業)に
移行。②「在宅医療と介護連携」
「認知症施策」等が市の事務に位
置付け。③定員18人以下の通所
介護が市の地域密着型サービス
へ移行。④介護老人福祉施設(特
養)等の入所要件が要介護3以上
に限定。
◇H23～H27年度に、小規模特養
が4箇所、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑが1箇所開
設。
◇H28年度から、総合事業がス
タートし、ボランティアによる高齢
者の支援が追加された。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇健康のために続けていることが
あると答えた高齢者の割合は、
H25年度71.0%、H29年度63.5%と
減少してきている。
◇健康な高齢者の割合は、H27
年度83.9％、H28年度84.0％、H29
年度84.1％と僅かではあるが向
上している。
◇健康で充実した生活を送って
いる高齢者の割合は、H25年度
74.1%、H29年度74.7%と増加してき
ている。
◇1号被保険者介護サービス利
用率は、H27年度87.8％、H28年
度89.1％、H29年度91.9％と増加
してきている。

達成

達成

◇笛吹市の高齢化率（H29年度、高齢者福祉基礎調査）は、28.4％で、全国
(27.5%)よりは高い数値ではあるが、山梨県(28.8％)とでは同程度にある。
◇高齢化や核家族化が進み高齢者のみの世帯が増えていることで、高齢
者が高齢者を介護する「老老介護」が課題となっている。
◇高齢者が、地域で活躍したり、生きがいを持って暮らせる社会をつくって
いく必要がある。
　⇒高齢者の引きこもりをなくしたり、運動機能を向上する介護予防事業に
取り組む。(通所型介護予防事業)
　⇒一般高齢者に対しては、早いうちから「やってみるじゃん」などの介護予
防事業への参加を促す。(地域介護予防活動支援事業)
◇今後は、高齢者の在宅生活を支えるために、医療・介護・福祉などにおい
て地域の持つ力を連携させ、在宅で医療が受けられ、介護が必要になって
も在宅で生活が継続できる仕組みの確立を目指し、生きがいづくりから介
護予防まで元気に過ごせる体制整備を進める必要がある。
◇在宅医療・介護の連携を進めるうえで、医療機関と介護事業者との情報
共有が課題となっている。
◇認知症高齢者の割合が、増加傾向にある。
◇介護予防に向け自主的に実施する「いきいき百歳体操」や「フレイル予
防」の推進が必要である。（※フレイルとは、加齢とともに運動機能や認知
機能が低下してきた状態）

◇H25.4 障害者優先調達推進法
施行◇H25 障害者自立支援法が
障害者総合支援法に改められ障
がい者の範囲に難病等が追加さ
れた。◇H26.1 障害者の権利条
約批准◇障害者基本法の一部改
正や障害者権利条約の批准を受
け、手話言語法の制定に向けた
動きが活発化しており各自治体
でも手話言語条例の制定が進ん
でいる。◇精神障害者を中心とし
た、障害者雇用が促進されてい
る。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇市内で障がい者の（就労）受け
入れを行っている事業所数は、
H27年度32件、H28年度35件、Ｈ
29年度35件と増加傾向にある。
◇相談支援事業における相談回
数は、H27年度4,505回、H28年度
5,490回、Ｈ29年度6,660回と大幅
な増加傾向にある。
◇ハンディキャップのある方が住
みやすい社会だと思う市民の割
合は、H25年度の12.5％と比較
し、H29年度は、15.5％と上昇して
いる

◇支援学校卒業生をはじめ障がい者の就労支援策として、事業所（就労支
援）及び地域活動支援センター（作業所）の訓練等の強化促進を図るなどに
より、卒業生等の受入先の確保をしていく必要がある。
◇地域移行支援のための通所事業所やグループホーム等の整備が課題と
なっている。
◇社会参加を促進するための手段の一つである外出支援の供給が不足し
ている。
◇障がい児支援サービスの利用が増加しており、特に放課後や長期休暇
中の支援の充足が求められている。
◇発達障害者に対する支援の必要性が高まっている。支援体制の構築や
支援者のスキルアップはもとより、市民への啓蒙啓発への取り組みをすす
め理解促進に努める必要がある。
◇障害者基本法及び障害者総合支援法の一部改正や障害者権利条約の
批准等により障がい者を取り巻く環境が常に変化していることから、情報収
集及びその共有を図ると共に、当事者・家族をはじめ市民への情報提供し
ていく必要がある。
◇H28年4月に施行された「障害者差別解消法」によって差別を解消するた
めの措置として地方公共団体等に課せられた法的義務を遂行する。
◇障がい者の自立を支援する環境づくりには、相談内容の検証や当事者・
家族の声を聞く機会の確保により、当事者や家族のニーズ把握に努めるこ
とが重要である。
◇基幹相談支援センターの開設等サービスの充実が図られた。

達成
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項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時）

62.0 62.0 63.0 63.0 64.0

目標値
（計画見直し）

62.0 62.0 63.0 63.0 64.0

実績 67.0 69.0 61.0 56.0 67.6

目標値
（策定時）

80.5 80.5 81.0 81.0 81.5

目標値
（計画見直し）

80.5 80.5 81.0 81.0 81.5

実績 85.3 84.2 - - -

目標値
（策定時）

43.5 43.6 43.6 43.7 43.7

目標値
（計画見直し）

43.5 43.6 43.6 43.7 43.7

実績 43.1 41.9 41.4 43.7 43.3

目標値
（策定時）

91.0 91.0 91.5 91.5 91.5

目標値
（計画見直し）

91.0 91.0 91.5 91.5 91.5

実績 85.6 89.3 88.5 85.8 88.7

目標値
（策定時）

95 95 95 95 95

目標値
（計画見直し）

95 95 95 95 145

実績 90 56 68 152 100

目標値
（策定時）

90.1 90.6 91.1 91.6 92.1

目標値
（計画見直し）

90.1 90.6 91.1 91.6 92.1

実績 97.4 96.6 - - -

目標値
（策定時）

334 317 301 286 272

目標値
（計画見直し）

334 317 301 286 272

実績 690 591 900 513 654

目標値
（策定時）

33,000 35,000 37,000 39,000 41,000

目標値
（計画見直し）

33,000 35,000 37,000 39,000 29,700

実績 30,373 32,469 29,774 29,682 29,008

目標値
（策定時）

23.4 23.9 24.4 24.9 25.4

目標値
（計画見直し）

23.4 23.9 24.4 24.9 25.4

実績 23.4 - - - 26.5

目標値
（策定時）

47 50 52 53 54

目標値
（計画見直し）

47 50 52 53 54

実績 55 58 53 55 58

目標値
（策定時）

670,400 680,400 691,600 703,000 714,600

目標値
（計画見直し）

670,400 680,400 691,600 520,000 520,000

実績 581,467 540,915 546,237 521,642 487,837

個
性
輝
く
人
々
が
育
ち
活
躍
す
る
ま
ち
づ
く
り

子どもの健やかな
成長を支える環境

づくり

20
いつでも、どこで

も、だれでも学べる
環境づくり

18

み
ん
な
で
奏
で
る
“
に
ぎ
わ
い
・
や
す
ら
ぎ
・
き
ら
め
き
”
の
ハ
ー

モ
ニ
ー

未達成

未達成

不明

未達成

子どもたちの個性
を尊重する学校づく

り

19

◇団塊世代の退職等に伴い余暇
をもつ年齢層が増え、生涯学習、
ボランティアのニーズが増えてい
る。◇6図書館の相互貸出しなど
により図書機能の充実を図って
いる。◇施設の老朽化が進み、
維持管理費が増加するとともに
ニーズにあった利用環境が求め
られている。◇社会教育施設管
理に指定管理者制度を導入。◇
地域の公民館を使った地域に根
ざした講座（スコニティ講座）を展
開している。◇市民講座の充実
に伴い、自主講座の開設も生涯
学習コーディネーターの支援によ
り年々増加している。

74
自主学習グループ
数

団体 H23

75
図書資料の総貸出
件数

件 H23 668,352

43

334

◇青少年に有害な情報が携帯サ
イトやインターネット上に氾濫◇
青少年育成関係団体の活動が固
定化し緊張感や危機感が薄らい
でいる。◇深夜営業をしているア
ミューズメント施設や公園など、
深夜から早朝にかけて青少年の
たまり場となりやすい施設がある
ことから、所轄警察署及び青少年
育成推進協議会役員を中心にパ
トロールの強化を行っている。◇
小中学校安全安心メール運用開
始◇放課後の子どもを対象にし
た学童保育や生涯学習課におけ
る放課後子ども教室の充実を
図った。

成果はほと
んど変わら
ない（横ば
い状態）

◇虐待相談件数は、H27年度68
件、H28年度152件と増加傾向で
あったが、H29年度は100件
◇放課後、休日の児童館を利用
する児童・生徒の数は、H27年度
29,774人、H28年度29,682人、
H29年度29,008人と減少傾向で
あった。
◇子どもクラブ等の青少年関係
団体への加入率は、H26年度
96.6% 、H27年度以降について
は、子どもクラブ安全保険には加
入しなくなったことにより数値の把
握ができなくなった。
◇所轄警察署管内の非行少年及
び補導者数は、H27年度の900人
から、H28年度には513人と大きく
減少したものの、H29年度には
654人と再び増加している。

◇（学童保育の充実）・・・放課後児童健全事業による学童保育の充実と放
課後子ども教室等による就労支援
（活動の場の充実）・・・児童館の充実
（体験、交流機会の充実）・・・児童館、支援センター施設においての世代間
交流、異年齢児の交流機会の充実
◇保護・援助を必要とする子どもへの支援
（児童虐待等の防止）・・・児童虐待やいじめ等の発生抑止するための心の
健康づくり、虐待の早期発見と専門職による被害を受けた子どもの心の ケ
アや家庭相談の支援
（保護を必要とする児童等への支援）・・・保護者の疾病、恒常的に家庭に
おける監護が困難な子ども等への支援
◇更なる情報化社会への急激な変化に伴って新たな非行傾向が見られ、
対応に苦慮している。

◇地域住民の防犯意識が高まり暴力団排除運動や自主的な防犯パトロー
ルなど住民の率先行動が盛んになってきている。
◇家庭教育において青少年の防犯意識を高める。
◇学校・地域・団体が防犯意識を高める取り組みを行う。
◇青少年を対象にしたイベント等を検証し、参加を促すとともに、地域の
リーダー育成に努めている。
◇娯楽施設等に対して、青少年防犯体制の協力を呼び掛けている。

89.6

97

虐待が疑われる事案につい
て、警察から児童相談所へ
事前に照会することとしたた
め、警察からの調査依頼の
件数が減少した。

放課後子ども教室や学童保
育クラブなど子どもの過ご
す場所が充実していると考
えられる。

笛吹警察署において喫煙、
深夜徘徊等の不良行為少
年の補導活動を強化したこ
とによる抑止効果が十分に
働かなかった。

H27年度から子どもクラブ安
全保険に加入しなくなったこ
とから把握ができなくなった
ため現時点での達成状況
は不明のため背景も不明

市民講座終了後の継続学
習の推進の成果が現れたと
考えられる。

各講座を継続させ、生涯学
習の機会の提供に努めて
いる。

生活環境の変化や携帯電
話・スマホの利用拡大によ
り、読書に費やす時間が少
なくなっていると考えられ
る。

成果がどち
らかと言え
ば低下した

未達成

達成

達成

73
何らかの学習を続
けている市民の割
合

％ H23 23.1

72
放課後、休日の児
童館を利用する児
童生徒の数

人 H23 27,049

71
所轄警察署管内の
不良行為少年補導
件数

人 H22

68
学校は楽しいと思う
児童の割合（小5）

％ H24

70
子どもクラブに加入
している小中学生
の割合

％ H24

69 虐待相談件数 件 H23

66
道徳性意識調査の
値（小6）

点 H24 80.3

60.0

実施時期が年度末に変更さ
れ、実施時期も余裕を持っ
て行えるよう配慮したこと
で、数値が上昇したものと
考えられる。

年度ごとの学年の特徴によ
り数値の増減はあるが、体
力向上に継続して努力して
いる成果が現れているもの
と考えられる。

判断根拠として毎年実施し
ていた「道徳性意識調査」
が、H26年度から終了したこ
とから数値の把握ができな
くなったため現時点での達
成状況は不明のため背景も
不明

67
新体力テストの合
計点の平均値（中2
男子）

90.9

◇標準学力検査(NRT)全国平均
値達成率は、平成27年度61.0％、
平成28年度56.0％と低下傾向に
なっていたが、本年度になり
67.6％と上昇し、目標値を超える
結果となった。
◇新体力テスト総合点平均値（中
２男子）は、H27年度41.4点、H28
年度43.7点と上昇したものの、
H29年度は43.3点とやや減少に転
じた。
◇「学校は楽しいと思う」児童生
徒の割合は、H27年度88.5％、
H28年度85.8％と減少傾向であっ
たが、H29年度には88.7％と上昇
に転じた。

◇H26年度に改訂した笛吹市学校教育ビジョンの具現化に取り組んでい
る。
◇教育環境の充実としては、H26年度に石和中学校の給食棟建替え、芦川
小学校の体育館改築、H29年度に芦川小学校の擁壁工事等に取り組ん
だ。H28年度より、石和地区給食センターの建設準備に着手し、H31年度に
供用開始を目指している。
◇H24年度から保護者への不審者情報等の提供を行う学校安全安心メー
ルを構築・運用し、活用している。
◇小学校及び中学校の市費負担教職員配置事業において、教職員の配置
を進め、学校教育に対する支援を図ってきた。また、小中学校の図書館に
市独自に学校図書館司書を配置したり、生徒指導上困難な学校に学校安
全サポーターの配置をおこなったりしている。今後も、児童生徒一人一人に
応じた教育ができるように、さらなる教育環境の充実を図る必要がある。
◇ふえふき教育相談室など教育相談の充実により、不登校児童・生徒への
きめ細かな対応を行っている。
◇引き続き通学路の安全確保、施設の老朽化や時代の要望に伴う整備に
取り組む必要がある。
◇笛吹市いじめ防止基本方針をもとに、いじめ防止への対応を行ってい
る。
◇道徳性意識調査は道徳が教科化され、各校において評価を行うことから
H26年度を持って終了した。
◇老朽化が進む学校施設の修繕と計画的な改修が求められている。
◇学校施設の構造物としての耐震化は完了しているが、窓ガラスや照明等
非構造部材の耐震化を進める必要がある。

点 H24 42.2

各学校における様々な要素
が影響するので、この年度
だけでは成果は計れない。
目標値に比べると低いが、
決して低い値ではないと考
える。

達成

不明

未達成

未達成

65
標準学力検査
（NRT）全国平均値
達成の割合

％ H24

◇H24年小中学校普通教室にエ
アコンを設置した。
◇H25年石和中学校給食棟完
成。笛吹市学校教育ビジョン改訂
◇H26年度から、指導主事2名配
置◇H29年度から就学援助費の
就学前支給開始予定

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇何らかの学習を続けている市
民の割合は、H25年度の23.4％か
ら26.5％と上昇した。
◇自主学習グループ数は、H26
年度58団体と向上してきたが、
H27年度53団体と5団体減少と
なった。H28については55団体と
上向き、H29年度には58団体と回
復している。
◇図書資料の総貸出件数は、
H27年度546,237件、H28年度
521,642件、H29年度487,837件と
減少している。

◇老朽化が進む社会教育施設等の修繕と計画的な改修が必要である。
◇施設の老朽化対策が課題となっているため、改修等で対応が必要。
◇施設の統廃合も含め、今後の検討課題である。
◇生涯学習講座について、ソフト面で住民から好評を得ている。
　⇒市民講座事業及び1年を通して学ぶスコレー大学の充実を図っていく必
要がある。
◇地域による公民館活動について、積極的な取り組みが求められている。
　⇒生涯学習コーディネーターを活用した、地区公民館での講座スコニティ
の実施等を充実していく。回数だけでなく、コーディネーターが公民館に出
向き指導していく必要がある。
◇図書館資料の貸出件数が減少している。
　⇒図書館に足を運ばせるための取り組みとして、図書館行事や利用方法
のＰＲを行い、利用しやすい環境をつくること、蔵書や設備の充実を図る必
要がある。

7 / 9 ページ



項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時） 5,145 5,402 5,672 5,956 6,254

目標値
（計画見直し） 5,145 5,402 5,672 5,956 6,254

実績 5,507 5,546 5,181 5,764 5,663

目標値
（策定時） 33.3 33.5 33.8 34.0 34.3

目標値
（計画見直し） 33.3 33.5 33.8 34.0 34.3

実績 32.2 - - - 33.0

目標値
（策定時）

50.0 51.0 52.0 53.0 54.0

目標値
（計画見直し） 50.0 51.0 52.0 53.0 54.0

実績 45.2 - - - 46.2

目標値
（策定時） 260 270 280 290 300

目標値
（計画見直し）

260 270 280 290 300

実績 482 510 712 702 689

目標値
（策定時） 5,100 5,200 5,300 5,400 5,500

目標値
（計画見直し） 5,100 5,200 5,300 5,400 5,500

実績 5,967 6,958 7,388 6,998 7,402

目標値
（策定時） 55.0 55.5 56.0 56.5 57.0

目標値
（計画見直し） 55.0 55.5 56.0 56.5 57.0

実績 53.1 - - - 51.7

目標値
（策定時） 98 103 108 113 118

目標値
（計画見直し） 98 103 108 113 118

実績 95 105 105 94 76

目標値
（策定時） 44.0 44.5 45.0 45.5 46.0

目標値
（計画見直し） 44.0 44.5 45.0 45.5 46.0

実績 33.2 - - - 28.3

目標値
（策定時） 20.0 20.5 21.0 21.5 22.0

目標値
（計画見直し）

20.0 20.5 21.0 21.5 22.0

実績 13.7 - - - 19.8

目標値
（策定時） 9 9 9 9 9

目標値
（計画見直し） 9 9 9 9 9

実績 7 10 2 3 5

み
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る
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た
取
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21
身近にスポーツを
楽しめる環境づくり

22
地域の文化を育み
伝える環境づくり

市民と行政の協働
によるまちづくり

市の広報やホームページ等
を活用した積極的な周知活
動の効果によるものと考え
られるが、根底には歴史、
文化に興味を持つ市民の
増加によるものと思われ
る。

未達成

未達成

未達成

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため現時点での達成
状況が不明のため背景も不
明である。

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため現時点での達成
状況が不明のため背景も不
明である。

市の広報やホームページ等
を活用した積極的な周知活
動による効果と思われる。

判断根拠として毎年実施し
ていた「まちづくり基礎調
査」を最終年度のみの実施
としたため現時点での達成
状況が不明のため背景も不
明である。

未達成

未達成

未達成

新たに活動実態調査を行っ
た結果である。ボランティア
団体については構成員の
高齢化などの要因で活動休
止になったものが確認され
るなど減少傾向となってい
る。

女性の行政区長登用状況
や若い夫婦の家事分担意
識等において改善傾向にあ
るが職場における賃金や待
遇格差など平等感を感じら
れない分野も多いと考えら
れる。

ワークショップの開催等を通
じての普及啓発を図っても、
ワークショップ参加者数は
伸び悩む傾向にあることが
考えられる。

市民側からの要請による
ケースが少なくなっているこ
とと新市長になってからの
市民ファーストを基本理念と
した市民側に積極的に出向
き意見を聴く態勢に変わっ
たことが要因と考えられる。

達成

23

5,000

76
各種スポーツ教室・
講座参加人数

人 H23 4,386

84
市民と行政の協働
について知ってい
る市民の割合

79

史跡めぐり、古道め
ぐりの参加者、郷
土史学習会・見学
会等で史跡を訪れ
た人の数

人 H23 250

77
運動やスポーツを
している市民の割
合

％

83
社会で男女が平等
に扱われていると
思っている割合

％

80
文化施設利用者数
（郷土館、書院、美
術館）

人 H23

％ H23

82
NPO法人、ボラン
ティア団体数

団体 H24

81
市民活動に参加し
ていると答えた市
民の割合

％ H23

85
市民ミーティング開
催回数

回 H23

達成

34.3

12.4

93

49.2

4

未達成

H23

H23

78

市の文化遺産や地
域の文化にふれた
ことがある市民の
割合

％ H23 47.4

32.4

地区の集会施設など小規
模施設での講座では、参加
者数を制限するケースもあ
り、総体的に参加人数の減
少となった。

◇一部のスポーツ施設の管理運
営を指定管理者に委託している。
◇スポーツ少年団への加入者が
H22まではほぼ横ばいだったが、
H23以降、減少傾向である。
◇高齢者のスポーツ人口が増え
ている。

成果はほと
んど変わら
ない（横ば
い状態）

◇各種スポーツ教室・講座参加
人数は、H27年度が5,181人、H28
年度が5,764人、H29年度が5,663
人であり、H28年度からは減少し
た。
◇運動やスポーツをしている市民
の割合は、Ｈ25年度の32.2％から
33.0％と僅かだが上昇した。

◇老朽化が進む体育施設の修繕と計画的な改修が求められている。

◇子どもから高齢者まで軽スポーツに関心を持つ人が増えているが、仕事
や子育てなどの理由により、運動・スポーツを行う時間及び機会を作れない
という状況があるため、スポーツやレクレーションなど活動をする機会をどう
提供していくかが課題となっている。
◇スポーツをする機会が少ない人に興味を持ってもらえるようなスポーツ教
室等を行っていく必要がある。

◇H28年度で史跡甲斐国分寺
跡・国分尼寺跡の公有化率は、
全体の76.6％に達した。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

◇市の文化遺産や地域の文化に
触れたことのある市民の割合は、
Ｈ25年度の45.2％から46.2％と僅
かだが上昇した。
◇史跡めぐり、古道めぐりの参加
者、古代史学関係研修会等で史
跡を訪れた人数は、H27年度712
人、H28年度702人、H29年度689
人と比較では、わずかに減少して
いるが、比較的高い水準にある。
◇文化施設の利用者数（郷土
館、書院、美術館）は、H27年度
7,388人、H28年度6,998人、H29
年度7,402人とH28年度とH29年度
の比較では404人増加している。

H29年度は、文化財活用事業として「芦川散策会」や「古道めぐり」を行っ
た。「芦川散策会」では、上芦川地区にある兜造民家や石造物などの歴史
的風景を訪ねた。「古道めぐり」では御坂地区・八代地区・境川地区の市川
道とその周辺を散策し、市民に身近な歴史的・文化的遺産に親しんでもらっ
た。また、八田家書院の雛飾り・武者飾り、博物館・美術館での特別展示や
様々な講座を開催し、市民が歴史・文化に親しむ機会を設けた。
（今後の課題）
◇市内にはたくさんの歴史的・文化的遺産が点在しており、これらのネット
ワーク化（マップ作成や紹介パンフ）が求められている。
◇施策の成果向上には、市民が質の高い文化財に触れる機会を設けて行
く必要がある。そのためには、豊富な歴史的・文化的遺産を保存するだけで
なく、多様な広報（冊子・パンフレット・ＣＡＴＶ・ＡＲ技術等）の導入などの手
段を用い、学校教育に生かすなど、市民に知ってもらうための教育普及活
動への取り組みが重要である。
◇今後、笛吹市博物館（春日居郷土館）に学芸員を常時配置し、博物館活
動を充実させていく必要がある。
◇地域の伝統行事を守り、後世に伝えていくため、団体に対して後継者を
育成するための助成・指導が必要である。

◇H25年度に男女共同参画推進
本部・庁内推進会議を設置した。
◇H25年度に出前学習会事業を
開始した。
◇H24・25年度に芦川地区でまち
づくりワークショップを開催した。
◇H26.４芦川まちづくり実行委員
会が発足した。
◇H27.3男女共同参画都市を宣
言した。
◇H28.1市民活動ボランティアセ
ンター開所◇H28.3第3次男女共
同参画プラン策定

成果がどち
らかと言え
ば低下した

◇市民活動に参加している市民
の割合は、Ｈ25年度の53.1％から
51.7％と下がった。
◇NPO法人、ボランティア団体数
についてはH26年度105団体、
H27年度105団体、H28年度は94
団体、H29年度は76団体と減少し
てしまった。
◇社会で男女が平等に扱われて
いると思っている割合は、Ｈ25年
度の33.2％から28.3％と下がった
◇市民と行政の協働について
知っている市民の割合は、Ｈ25年
度の13.7％から19.8％と上昇し
た。
◇市民ミーティングの開催件数は
H27年度2回、H28年度3回、H29
年度5回と増加傾向にある。しか
し、市民側からの要請はH27年度
2回、H28年度1回、H29年度2回で
あり、市民が自主的なまちづくり
に参画しているとは言いがたい。

◇地域振興基金の運用益を活用した地域振興促進助成金交付事業につい
ては、10の市民団体が積極的に活用いただいている。一方で、ボランティ
ア・NPO助成金交付事業の交付件数が3件であったが近年減少傾向にあ
る。申請団体も行政区ベースの団体や、一般社団法人、実行委員会など多
岐にわたり、事業内容の多様化傾向も見られる。市民活動の裾野が広がる
よう今後も周知活動に努めていくとともに、減少傾向にあるボランティア・
NPO助成金と併せ、地域振興促進助成金交付事業がH30年度に終了とな
るため、市民活動団体支援体制の再構築を進めていきたい。
◇市民まつりにおける企画運営を市民まつり実行委員会が行っているが、
実行委員会に参画する団体を増やすとともに、今後も市民の手による市民
まつりの運営体制を維持していきたい。
◇男女共同参画に関しては、H28年3月に策定された3次プランの推進体制
の構築と、推進委員会を中心とした積極的推進活動を図っていく必要があ
る。
◇市民と行政の協働体制の構築については、職員向けの協働ハンドブック
を作成し、職員意識の醸成を図っている。H28年度には市民参加型ワーク
ショップ等の充実を図りつつ「市民協働ハンドブック」の作成を行った。今後
市民協働ハンドブックを活用して協働意識の醸成を図る。

◇市民ミーティングのように市長が地域に積極的に出向くことで市民との協
働に繋がっていくことは間違いないが、H29年度は5回開催のうち3回は市
が企画したものであり、市民の自主的な開催要請を促す必要がある。また、
市民と行政との協働によるまちづくりという観点から市職員が行う「出前学
習会」も含めて施策を進める必要がある。

未達成
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項目 単位 年度 数値 項目 H25 H26 H27 H28 H29
29年度達成状況の背景

将来像 達成目標基準指標施策

第一次笛吹市総合計画後期基本計画施策別総括シート

まちづく
りの方

向

総合計画で掲げる達成目標の達成状況・見込み 行政評価（施策評価）における総括（環境変化、成果水準実績、現状と課題）

２９年度目標値の達
成状況

後期基本計画期間
における環境変化

ここ３年間の成果水準の実績 全体総括（現状と課題）
No.No.

目標値
（策定時）

38.0 41.0 44.0 47.0 50.0

目標値
（計画見直し）

38.0 41.0 44.0 47.0 50.0

実績 36.9 - - - 39.6

目標値
（策定時）

45.0 46.5 48.0 49.5 51.0

目標値
（計画見直し）

45.0 46.5 48.0 35.0 33.0

実績 44.5 42.0 38.6 31.6 29.9

目標値
（策定時）

170 173 176 179 182

目標値
（計画見直し）

170 173 176 179 182

実績 166 170 150 159 142

目標値
（策定時）

96.5 96.7 96.9 97.2 97.4

目標値
（計画見直し）

96.5 96.7 96.9 97.2 97.8

実績 96.4 96.8 96.9 97.7 97.8

目標値
（策定時）

98.0 100.1 98.6 102.7 103.6

目標値
（計画見直し）

98.0 100.1 98.6 102.7 103.6

実績or見込値 74.4 81.5 77.6 70.4 67.0

目標値
（策定時）

89.0 88.0 89.0 89.0 89.0

目標値
（計画見直し）

89.0 88.0 89.0 89.0 89.0

実績 84.8 88.4 89.0 92.5 88.9
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る
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未達成

未達成

未達成

達成

達成

24
親しみやすく機能
的な市役所づくり

25
健全で安定した行

財政基盤づくり

88
ホームページアク
セス数

万件 H23 143

89
市税収納率（現年
度）

％ H23

H23

◇市議会議員の定数を削減して
いる。（H20年において30→24、
H24年において24→21）
◇H27年度からクレジット納付を
開始した。
◇H28年度まで都市計画税の課
税猶予期間を延長した。
◇H29年度に第4次行革大綱を策
定した。
◇合併特例債の発行期限が延長
（H36年度まで）された。

成果がどち
らかと言え
ば向上した

96

個人番号カードの利活用に
伴い、Ｈ27年12月に各支所
等に設置していた、住基
カードに対応した、自動交
付機を撤去したため、利用
者が減少したことが考えら
れる。

市公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ以外にも
「ふえふき観光ナビ」などか
ら情報取得ができるように
なったことが要因である。

以前から取組んだ滞納整理
の成果が現れてきたと考え
られる。

一本算定化による普通交付
税の減少により、経常一般
財源が減少したものの、経
常経費である公債費及びご
み処理関連の経常経費が
減少したため。

一般会計借入残高及び公
営企業債返済に係る一般
会計繰出見込み額が減少
したため。

達成

87
個人番号カード（住
基カード含む）利用
率

％ H23 43.7

38.486

市役所の窓口サー
ビスが充実し、便利
になったと感じてい
る市民の割合

％

91
一般会計経常収支
比率

％ H23 81.8

90 将来負担比率 ％ H23 85.8

◇市税収納率（現年度）は、H27
年度96.9%、H28年度97.7%、H29
年度97.8％と増加傾向となってい
る。
◇将来負担比率に関しては、H27
年度77.6%、H28年度70.4%、平成
29年度67.0％と毎年改善してい
る。
◇一般会計経常収支比率に関し
ては、H27年度89.0%、H28年度
92.5%であったが、平成29年度
88.9％となり、若干改善した。

◇市税の収納率は、後期基本計画に設定した目標の上方修正を行い、その目標を達成
できた。以前から取組んでいる滞納整理の成果が現れてきたと考えられ、今後も継続し
取り組む必要がある。

◇行財政改革の推進として、行財政改革大綱を策定し、事務事業の見直し及び業務の
効率化等に取り組んだ結果、成果が向上している。

◇経常収支比率は、平成27年度89.0％、平成28年度92.5%、平成29年度は88.9％となり、
例年90％前後の指標となっている。普通交付税の一本算定化に伴い経常一般財源が
減少傾向にあるなかで、財政の硬直化を防ぐには、各事務事業の歳出抑制を図ること
はもちろんのこと、市債発行の抑制及び公共施設管理のあり方等、根本的な見直しに取
り組む必要があります。
◇将来負担比率は、類似団体及び県内市町村と比べやや高い水準にあります。このこ
とから、本市が合併特例債等の市債に依存した財政運営であることが判断できます。今
後、合併特例債が活用できなくなることも考慮したなかで、引き続き市債残高の増加抑
制を図り、基金についても、保有総額を極力維持するように取り組む必要があります。

◇二元代表制としての議会が多様な民意を反映した機関として、その活動を広く周知す
ることがさらに必要であり、そのための事務局の重要性も高まってきている。議会広報の
発行は、議会終了後の翌月発行として県内でも最も早く発行しているほか、テレビの録
画中継、インターネットでの配信等、様々な方法で市民への広報を行っている。また、議
会報告会を開催し、議会の活動報告と市民との意見交換を行っている。
◇市民の行政に対する関心も高まっている中、監査の質が求められているため、研修等
により質の向上に努めている。
◇法令に基づく監査として、監査に対する重要性は増していることから、監査計画を策定
し、監査を実施している。
◇公平委員としての資質の向上及び対応能力を高めるため、研修会等へ積極的に参加
し、必要な知識の習得と審査技術の向上を図っている。
◇議員研修、視察研修等を積極的に行い、活性化を図っている。

◇番号法施行に伴って情報セキュリティ対策を講じる必要がある。
◇Ｈ28年1月から個人番号制度導入により、住基カードから個人番号カード
へ移行され、更なる市民サービスの向上、行政サービスの拡充などが図ら
れるよう、適格な移行を進めるとともに普及促進を図る。現在は個人番号
カード（住基カードを含む）を利用することにより、住民票の写し、印鑑証明
書のコンビニ交付（セブンイレブン、ローソン、ファミリーマートで午前6時30
分から午後11時まで）が可能となっている。個人番号カードの発行数増加
が課題となっている。

◇市民に対し有効な情報伝達に繋げるため、H30年度にHPをリニューアル
し、使いやすさ、見やすさ、わかりやすさを向上させるように取組む。しか
し、ホームページリニューアルによりアクセス数が増加することとの因果関
係は確認されておらず、アクセス数の増加を図るには、市内外向けに情報
発信するコンテンツの充実が重要と考えられる。

◇H25年度本庁の耐震改修工事
を実施。◇Ｈ25年5月から南館に
市民窓口業務を集約した。
◇H23年3月からセブンイレブン、
Ｈ25年4月からローソン、12月か
らファミリーマートの全国の店舗
で、住民票の写し・印鑑証明の取
得が可能となった。
◇H27年10月に番号法が施行さ
れ、順次マイナンバー(個人番号)
の利用や情報連携がH29年7月
から始まった。◇H27年で住基
カードの発行が終了し、翌年から
個人番号カードの発行が始まっ
た。これにあわせて、自動交付機
7台を撤去した。
◇H24年よりフェイスブック、ツイッ
ターを活用した情報発信を行って
いる。
◇H25年度より市民への情報発
信ツールとして出前学習会を実
施した。

成果がどち
らかと言え
ば低下した

◇市役所の窓口サービスが充実
し、便利になったと感じている市
民の割合は、Ｈ25年度の36.9％
から39.6％と上昇した。
◇個人番号カード(住基カード含
む)の利用率は、H27年度は
38.6％、H28年度は31.6％、H29年
度は29.9％と減少傾向となってい
る。
◇ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ件数は、H27年
度150万件、H28年度159万件、
H29年度142万件であり、H29年度
は前年度より17万件減少してい
る。

市民窓口館への窓口サー
ビスの集積や証明書自動
交付機の導入など、市民の
利便性に配慮した取り組み
を進めることで若干の数値
向上は見られたものの市民
の実感は少ないと考えられ
る。
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